
福島復興・再生に向けた取組状況

資料１

平成３０年２月１８日

１．福島の復興・再生に向けて
２．帰還困難区域における特定復興再生拠点の整備
３．避難指示解除区域での生活再開のための環境整備
４．福島イノベーション・コースト構想の推進
５．風評払拭・リスクコミュニケーションの強化
６．㈱東日本大震災事業者再生支援機構の支援決定期間の延長について



１．福島の復興・再生に向けて

1

 福島の本格的な復興・再生に向け、改正福島特措法や福島復興再生基本方針に基づき、各種施策
の具体化に取り組んできた。

 とりわけ、帰還困難区域における特定復興再生拠点の整備や解除地域における生活環境整備、産
業・生業の再生や風評の払拭など、様々な課題に対応。

 これらの施策を着実に進めていくため、平成30年度予算案にも関連する事業を盛り込んだ。

主な施策の状況
（１）帰還困難区域における特定復興再生拠点の整備

双葉町、大熊町、浪江町の計画を認定済み。認定計画の具体化を推進するとともに、他の町村の計画策定を支援。

（２）避難指示解除区域での生活再開のための環境整備
公設民営商業施設の整備、小中学校の再開など、復興に向けた取組が進展。また、本年4月に福島県ふたば医療

センターが開設予定。引き続き、医療・介護、教育、買い物環境などの生活環境整備に取り組む。
この他、避難指示が解除されていない大熊町・双葉町においては、一団地の復興拠点整備が本格化。また、避難先

においても、復興公営住宅が平成29年度末に4,707戸完成予定。
（３）福島イノベーション・コースト構想の推進

2017年11月、福島イノベーション・コースト構想推進分科会を開催。分科会における意見も踏まえつつ、構想の具
現化に引き続き取り組む。

（４）風評払拭への対応
2017年７月の復興大臣指示に基づき、同年12月、「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」を策定。
今後は、戦略の内容具体化に向けて取り組む。



















以下、参考資料

10












